
２．国内の情勢
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第五次環境基本計画の基本的方向性

２.地域資源を持続可能な形で最大限活用し、経済・社会活動をも向上。

○ 地方部の維持・発展にもフォーカス → 環境で地方を元気に！

３.より幅広い関係者と連携。

○ 幅広い関係者とのパートナーシップを充実・強化

本計画のアプローチ

１.ＳＤＧｓの考え方も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化。

○ 環境政策を契機に、あらゆる観点からイノベーションを創出
→経済、地域、国際などに関する諸課題の同時解決を図る。
→将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていく。

３.これらを通じた、持続可能な循環共生型
の社会（「環境・生命文明社会」）の実現。

目指すべき社会の姿

１.「地域循環共生圏」の創造。

２.「世界の範となる日本」の確立。

※ ① 公害を克服した歴史
② 優れた環境技術
③「もったいない」など循環の精神や
自然と共生する伝統

を有する我が国だからこそできることがある。

地域循環共生圏
○各地域がその特性を生かした強みを発揮
→地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成
→地域の特性に応じて補完し、支え合う
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長期地球温暖化対策プラットフォーム報告書（概要）
◆ 持続可能な発展が地球温暖化対策の大目的。地球温暖化防止のためには、地球全体の温室効果ガス削減が必要。

◆ 2050年80％削減は、現状及び近い将来に導入が見通せる技術＊をすべて導入したとしても、農林水産業と2〜3の産業しか許容されない水準。これまでの閉じた対策（国内、業種内、既存技術）で

地球温暖化問題に立ち向かうには限界。＊民生:オール電化又は水素利用、運輸:ゼロエミ又はバイオマス燃料への転換、エネルギー転換:再エネ・原子力・CCS付火力による電力の100％非化石化等

◆ そこで、「国際貢献」、「グローバル・バリューチェーン」、「イノベーション」で我が国全体の排出量を超える地球全体の排出削減（カーボンニュートラル）に貢献する『３つのゲームチェンジ（『地球温暖化対策

平成29年4月7日 経済産業省「長期地球
温暖化対策プラットフォーム報告書」

不確実性（科学、将来社会、国際情勢）と共存する戦略 気候変動をめぐる金融・投資の動き

『地球儀を俯瞰した地球温暖化対策』
－全ての主体（国、企業、個人）がカーボンニュートラルに向け貢献－

• 投資家等の気候変動への関心が向上。
気候変動をリスク・機会と捉え、関与する動き
（ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ、ｸﾞﾘｰﾝﾌｧｲﾅﾝｽ）。

• 情報開示や対話を通じた企業と投資家等の
間での好循環のため、日本の実態に即した取
組の検討が必要。

• 大目的の明確化「持続可能な発展」

• 強さ「後悔しようのない必須アクションの実施」
「将来を見据えた戦略的オプションの追求」

• しなやかさ「柔軟性とマイルストーン」「継続的
PDCAによるその時々の最善策」

② 今後、日本による世界の削減量を定量化し、我が国全体の排出量を超える国際貢献を行い、

③ 中長期の削減ポテンシャルは、JCMパートナー国を中心としたアジア、中南米、中東地域の
主要排出国10か国を対象とした試算で、2030年に約29億トン、2050年に97億トン。

D.日本の

これを積極的に発信する。こうした取組を通じて、各国が貢献量の多寡を競い合う新たなゲームへ。 削減貢献量の全体

A. JCM／CDM
（日本の取得分）
協力的クレジット制度に

基づき移転した削減量

日本の取得量：約0.9億トン

B. JCM／CDM
（削減貢献量全体）

日本が参加したCDMプロジェクト：約5.0億トン

B.+円借款プロジェクトによる削減量
（試算値）：約9.5億トン

削減貢献のイメージ（中国の例）

３本の矢』）』を基礎とした『地球儀を俯瞰した温暖化対策』を長期戦略の核としていく必要。

＜１＞３つのゲームチェンジ（地球温暖化対策『３本の矢』）

（１）国際貢献でカーボンニュートラルへ

（２）グローバル・バリューチェーンでカーボンニュートラルへ

① 我が国には、素材、機械、電機・電子、自動車、インフラ等、高度な技術に裏打ちされた高性能（高効率）
な製品・サービスを生み出す産業・知的基盤が存在。

② 製品ライフサイクルで見ると、使用段階での排出が大半を占めており、素材・製品・サービスの生産部門での

削減から、グローバル・バリューチェーンでの削減へと視野を広げることが重要。

③ 我が国の産業界は、既に世界トップクラスのエネルギー効率を実現しているが、更に低炭素製品・インフラを国
内外に普及させることで、2020年度に約10億トン以上、2030年度に約16億トン以上の地球規模の削減
に貢献しうる。

（３）イノベーションでカーボンニュートラルへ

① 「エネルギー・環境イノベーション戦略」で特定した技術分野を合わせると、全世界で数10〜100億トン規模
の削減ポテンシャルが期待される。

② 有望10分野に関するロードマップを作成し、政府一体となった研究開発体制を構築。

③ 新たなプロジェクトの立ち上げの検討や産業界主体の取組 を促すべく、産学官連携の下、研究者・技術者間
でボトルネック課題の特定を目指すための新たな場（「ボトルネック課題フォーラム（仮称）」）を設置。

＜２＞３つのゲームチェンジ（３本の矢を効果的に打つ）にあたっての論点・ファクトの整理、方向性

① 我が国は、JCMに加え、ODA、JBIC等の公的ファイナンスを活用して日本の優れた低炭素技術 削減貢献のイメージ
で世界の削減に貢献。しかし、日本の貢献として定量化されているのは上記のうちJCMのみ。 （第一約束期間の中国の例）C.グローバル削減貢献量

海外展開のための環境整備

• 低炭素技術の国際競争力強化：

海外実証・制度整備等による切れ目ない
支援、IoTを活用した排出削減プロジェクト

• 官民でのグローバル市場獲得： CCSを
軸とした産油国等との二国間協力、 途上
国のNDC達成支援

カーボンプライシング（諸外国の教訓、暗示的コスト）

• カーボンプライス：エネルギー本体価格やエネル
ギー諸税等を合算すると、日本は既に高額なカ

ーボンプライスを負担。

• 国際水準との比較や既存施策による措置を考
慮すると、現時点ではカーボンプライシング施策の追
加的措置は必要な状況にない。
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